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1 青森市しごと創造会議について

▶ コロナ後の社会経済環境の変化などを踏まえ、産学金官の共創による今後の新
しい産業振興の具体的な戦略などについて検討・共有し、地域経済の活性化及
び市民所得の向上を図るため、産学金官の関係者を委員とする「青森市しごと
創造会議」を開催
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(1)概要

【主な検討項目】

・コロナ後の経済環境等の変化を踏まえた地域産業の再生戦略

・地域での経済循環を高めるための連携強化戦略

・今後成長が見込まれる産業分野への参入促進戦略

・市民所得の向上に繋がる雇用戦略

▶ 委員や専門家の意見を踏まえ、市が、1年を目途に「（仮称）青森市しごと創
造戦略」を取りまとめる

産学金官での具体的な取組



▶ 2回目以降の会議において、検討を進めていく上で必要な県内外の専門家を招
聘予定

▶ 今年度は4回の開催、来年度は2回程度の開催を予定
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(2)今後の予定

月日 会議内容 ※予定

8月29日(火)
第1回会議
・青森市しごと創造会議、地域経済の現状を事務局より説明
・委員所見（地域経済の活性化等に関する意見等）

10月中旬（予定）

第2回会議
・地域経済の専門家としてあおもり創生パートナーズを招聘

→経済データの分析による地域経済の重要課題や強み・
弱みを説明

・委員所見（重要課題等を踏まえた意見等）
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2 地域経済の現状について
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(1)総人口の推移と将来見通し

※出典：R2までは国勢調査、R5は青森県推計人口を基に市で推計、R7以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」

22年間で約83千人
（約3千8百人/年）減少

H12 総人口ピーク

年少人口と老年人口の割合が逆転

生産年齢人口が5割
を割り込む

○ 平成12年の約318千人をピークに減少に転じ、令和5年の約267千人になるまでの23年間で約51千人（△16.1％、約2千
2百人/年）減少、令和27年までの22年間でさらに約83千人（△31.3％、約3千8百人/年）減少し、約183千人となる見
込み

○ 平成12年は約4人で1人の高齢者を支える人口構造であったが、令和5年には約1.7人で1人、令和27年には0.93人で1人
の高齢者を支える時代に突入

○ 平成12年には年少人口と老年人口の割合が逆転、令和27年には生産年齢人口と老年人口の割合が逆転
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生産年齢人口と老年人口
の割合が逆転

20年間で約8千人
（約4百人/年）増加

23年間で約51千人
（約2千2百人/年）減少

309,768

老年人口が減少に転じる

55,017

47,045

216,478

（年）
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(2)青森市の転入転出者数の推移、年齢別市外転入出の状況

※出典：青森市市民課調べ

【青森市の転入転出者数の推移】
○転入転出者数ともに減少傾向で推移し、平成12年以降は社会減が継続
○好景気時は社会減が増大（バブル期、いざなみ景気）
○不景気時は社会増又は社会減が減少（青森市内に留まる傾向／就職氷河期、東日本大震災、コロナ禍）

【年齢別市外転入出の状況】
○ 18歳の進学・就職期、22歳前後の就職期における人口移動が多く、この層の人口流出（社会減）が最も多い
○ 18歳～23歳の社会減（△723人）が本市の社会減（△768人）の9割以上を占め、それより上の年代でも社会減

（△70人）が継続

ポ
イ
ン
ト

18～23歳の転出者 2,334人

18～23歳の転入者 1,611人

転入

転出

-549

-727

353

458

東
日
本
大
震
災

新
型
コ
ロ
ナ

いざなみ景気
(Ｈ14-Ｈ20)

バブル期(Ｓ61-Ｈ3) 就職氷河期

723人が人口流出

※出典：青森県「推計人口年報」

-214

-269 （人）

転入 転出 増減

0～17歳 715 690 25

18～23歳 1,611 2,334 -723

24歳～ 4,775 4,845 -70

全体 7,101 7,869 -768
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2 地域経済の現状について

(3)青森市の地域経済循環図
○支出は、地域外からの流入が589億円、地域外への流出が1,280億円（民間投資額196億円＋その他支出1,084億円）

となり、691億円の域際収支
※
赤字

○域際収支赤字は、県内3市において2番目に多く、仙台市を除く東北県庁所在都市の中では最も多い
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※出典：環境省「地域産業連関表」、「地域経済計算」

地域外への流出

地域外からの流入

所得への分配

9,943億円
所得からの支出

1兆634億円

支出による生産への還流

9,943億円

域際収支赤字

所得流入

地域経済循環図
平成30年

指定地域：青森県青森市

地域経済循環率

93.5％

域際収支

青森市 ▲691億円

弘前市 ▲771億円

八戸市 ▲81億円

秋田市 275億円

盛岡市 ▲633億円

山形市 ▲155億円

福島市 ▲448億円

※地域間の財やサービスなどの取引における収入・支出関係

地域外への流出

地域外からの流入

地域外への流出
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(4)青森市の産業別総生産額

※出典：青森県「市町村民経済計算」
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ピーク

84.5％

90.0％

9.2％

0.8％

1,019,772

約20年で約1,802億円
（△15％）の減少

約20年で約962億円
（△9％）の減少

931,561

○総生産額はピーク時から約1,802億円（△15％）減少
○産業別では第2次産業の減少率が大きく、ピーク時から概ね半減（△46％）
○産業構造に大きな変化なく、第3次産業の占める割合が高い … 第3次産業：84.5％→90.0％（＋5.5P）
○第3次産業では「卸売・小売業」の占める割合が最も多い

（単位：百万円）平成18年度

令和元年度

卸売・小売業, 

165,290 , 19%

運輸・郵便業, 

69,027 , 8%

宿泊・飲食ｻｰﾋﾞｽ

業, 29,296 , 3%

情報通信業, 

63,326 , 7%
金融・保険業, 

99,205 , 11%
不動産業, 

116,369 , 13%

専門・科学技術、業務

支援ｻｰﾋﾞｽ業, 

71,004 , 8%

公務・教育, 

138,415 , 16%

保健衛生・社会事業, 

78,993 , 9%

その他ｻｰﾋﾞｽ, 

53,259 , 6%

卸売・小売業, 

159,088 , 18%

運輸・郵便業, 

74,488 , 8%

宿泊・飲食ｻｰﾋﾞｽ

業, 23,430 , 3%情報通信業, 

75,171 , 8%

金融・保険業, 

68,400 , 8%

不動産業, 

123,307 , 14%
専門・科学技術、業務

支援ｻｰﾋﾞｽ業, 

84,848 , 9%

公務・教育, 

115,086 , 13%

保健衛生・社会事業, 

125,147 , 14%

その他ｻｰﾋﾞｽ, 

43,684 , 5%

1,199,986

約20年で約24億円
（△23％）の減少

14.6％

0.9％

約20年で約815億円
（△46％）の減少

10,232

7,813

※出典：青森県「市町村民経済計算」

1,017,134

第3次産業の業種別内訳

R元
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(5)市内総生産額の産業別割合比較

ポ
イ
ン
ト

○県内2市、仙台市を除く東北県庁所在都市との割合の比較
＜第2次産業＞ 1番低い（9.2％）
＜第3次産業＞ 1番高い（90.0％）

○産業構造は盛岡市と類似

※出典：各県「市町村民経済計算」、各県「各市の令和元年10月1日時点推計人口」

1,019,772

611,992

959,863

1,146,610

1,302,959

1,131,734

994,273

27.5万人

22.3万人

24.9万人

17万人

29.2万人

28.7万人

30.5万人

(百万円）
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2 地域経済の現状について

※出典：青森県「市町村民経済計算」

(6) 市民所得の推移
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25.1% 24.9%
22.9%

24.3%
22.2% 21.5% 22.0% 22.6%

12.7% 12.8%
11.6% 12.0% 12.0% 12.5% 12.7% 12.5%

18.4% 18.2% 18.1% 18.2%

20.4%
19.1% 19.2% 19.3%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

県民所得における市民所得の割合の推移

青森市 弘前市 八戸市

（百万円）890,000 
852,300 

744,462 768,710 761,091 

703,414 
754,533 744,139 

449,100 436,400 
375,699 380,190 

409,798 410,638 433,908 410,640 

651,400 
622,300 

586,959 
574,952 

699,965 

623,941 
659,080 636,923 

300,000

500,000

700,000

900,000

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

県内3市の市民所得推移

青森市民所得 弘前市民所得 八戸市民所得

○令和元年度には、平成12年度の8,900億円から約7,440億円まで減少（約1,460億円減少）

○減少率（H12→R1)は県内3市で最も高い（青森市16.3%、八戸市2.2%、弘前市8.5%）

○県民所得における市民所得の割合は、2割を維持して県内トップ
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2 地域経済の現状について

○平成17年度に青森市と八戸市が逆転

○伸び率（H12→R1)は県内3市で最下位（青森市:96.6% 八戸市:108.8% 弘前市:103.6%）

○仙台市を除く東北県庁所在都市の中で、3,000千円を下回っての最下位

(7)1人当たり市民所得※の推移

2,792 

2,676 
2,632

2,622
2,519

2,417
2,470 2,512

2,355 2,346
2,394

2,360 2,381
2,460

2,452

2,623

2,554

2,671 2,683 2,698

2,324 
2,265 

2,167 2,173 2,203

2,228 2,215 2,193

2,113

2,179
2,198

2,250 2,256

2,339 2,331

2,446
2,353

2,402 2,391 2,408

2,620 

2,500 2,524

2,509 2,517

2,459

2,560
2,640

2,491 2,473

2,602
2,638 2,616 2,638 2,614

2,850

2,724
2,792

2,826 2,852

2,100

2,300

2,500

2,700

2,900

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

1人当たり市民所得の推移

青森市 弘前市 八戸市

八戸市を下回る
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1人当たり市民所得の伸び率
(H12→R1)
青森市 96.6％
秋田市 107.1％
盛岡市 93.1％
山形市 112.1％
福島市 92.8％

（千円）

※出典：各県「市町村民経済計算」

※雇用者報酬や財産所得、企業所得の合計を総人口で割ったもので、市の経済
全体の所得水準を表す指標であり、個人の所得水準を表す指標ではない。

2,792 2,917 

3,310 

2,879 

3,250 

2,698 

3,127 3,083 
3,228 

3,019 

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

青森市 秋田市 盛岡市 山形市 福島市

1人当たりの市民所得 東北県庁所在都市（仙台市除く）との比較（令和元年度）

H12 R1

（千円）
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有効求人倍率の推移

全国 青森県 青森公共職業安定所管内

（倍）

東
日
本
大
震
災

リ
ー
マ
ン
・
シ
ョ
ッ
ク

（年度）

2 地域経済の現状について

【有効求人倍率の推移】
○リーマンショック以後、景気回復、震災復興需要等による有効求人倍率の上昇
○コロナ禍で一時下落したものの、令和3年度からは再び上昇し、令和4年度で1.17

【青森公共職業安定所管内 職種別求人・求職の状況】
○「サービス業」は、全体の有効求人倍率を0.19ポイント押上げ、その主な内訳は、介護サービス業が0.08ポ

イント、飲食店やホテルなどの調理・接客・給仕業が0.07ポイントとなっており、雇用のミスマッチが顕著
○サービス業を除くと全体の有効求人倍率は0.98となり 1 を下回る

10

※出典 青森労働局調べ

(8)有効求人倍率、職種別求人・求職の状況
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※出典 厚生労働省「職業安定業務統計」、青森公共職業安定所管内は青森労働局調べ

（人）

求職が多い 求人が多い

有効求人倍率を
0.06ﾎﾟｲﾝﾄ押上

有効求人倍率を
0.19ﾎﾟｲﾝﾄ押上有効求人倍率に

△0.25ﾎﾟｲﾝﾄ影響

【参考】
運搬・清掃等 ：新聞・飲食物等配達、ビル等清掃、産廃処理従事者等
専門的・技術的：建築・土木技術者、IT技術者、看護師、保育士等
輸送・機械運転：バス・貨物・タクシー等運転、ボイラー運転従事者等
生産工程 ：製品製造・加工処理、自動車整備・修理従事者等
サービス ：介護職員、飲食店調理・接客従事者、旅館・ホテル従業員等

1,100人の差


